
東京都 東村山市
（Ⅳ－１） 151,412人

千葉県 佐倉市
（Ⅳ－１） 177,601人

京都府 宇治市
（Ⅳ－１） 190,856人

岡山県 津山市
（Ⅲ－１） 104,717人

広島県 廿日市市
（Ⅲ－１） 117,312人

鳥取県 山口県

調査の目的

「いきいきこどもプラン」の概要と市の
子育て支援の取組みをまとめたハン
ドブックの配布にあわせ、今後の子ど
も・子育て支援を進めていく上での参
考とするために実施

市民の結婚・出産・子育てに対す
る意向を調査し、総合戦略を策
定するための重要な基礎資料と
して活用することを目的に実施

結婚・出産・子育てに関する意識・希
望等の把握

市民の結婚・出産・子育てに関す
る考え方を把握し、宇治での結
婚・出産・子育てを促すための方
策を検討する際の資料とするため

「津山市総合戦略」で、子ども
を産み、育てやすい環境づくり
に向けた取組みを進めるにあ
たり、出産・子育ての現状を把
握するために実施

結婚や出産、子育て、定住・移住
などへの率直な思いや意識につ
いて、幅広く市民の意見を調査し、
今後の施策立案や実施に役立て
ることを目的に実施

少子化・子育て支援対策に対する
要望や子育てに対する意識等を把
握し、より充実した少子化、子育て
支援施策を検討するための参考に
する

子ども・子育て支援法及び子育て文化
創造条例に基づく、新たな計画の策定
（H27～31）に向けた基礎資料とするた
め

調査票配布先

認可保育所、幼稚園、認定子ども
園、認定保育所、及び放課後児童ク
ラブ利用児童の保護者　他

市内に在住する満18歳以上50歳
未満の男女個人

満18歳以上49歳以下の市民 市内在住の20～49歳の男女 市内の保育園（所）、幼稚園に
子どもが通っている保護者

満18歳以上40歳未満の市民 県内に居住する２０歳以上４９歳以
下の男女

県内に居住する20歳以上50歳未満の
男女

調査期間 平成２７年６月～平成２８年２月 平成27年７月～８月 平成２７年６月～７月 平成２７年６月～７月 平成２７年５月～６月 平成27年７月～８月 平成２５年１１月～１２月 平成２５年１１月～１２月

調査票配布数・回
収数

（配布数）９，９５０部
（配置数）６，０５０部　計 １６，０００部
（回収数）１，３６１部

（配布数）２，０００人

（回収数）　　６４０人

（配布数）３，０００人

（回収数）　　９１４人

（配布数）１，５００人

（回収数）　　３８０人

（配布数）３，５７５人

（回収数）１，７６０人

（配布数）４，０００人

（回収数）　　９７９人

（配布数）３，０００人

（回収数）　　７５６人

（配布数）３，０００人
　　　　　　男女各１，５００人
（回収数）１，１１１人

現在の子どもの
人数

① ２人　４３．７％
② １人　２６．８％
③ ３人　２４．２％
④ ４人　　３．８％
⑤ ５人以上　１．２％
⑥ ０人　　０．４％

（既婚者のみの集計）
① ２人　３５．３％
② １人　３２．６％
③ ０人　１９．２％
④ ３人　１２．９％
⑤ ４人以上　０．０％

実際の子どもの数の平均
　　　　　　　　　　　　　１．１９人
うち、女性のみの実際の子どもの数
の平均 １．６９人

① ０人　４３．４％
② ２人　２８．７％
③ １人　１４．７％
④ ３人　　８．９％
⑤ ４人以上　１．１％

① ２人　４７．０％
② ３人　２５．１％
③ １人　２１．７％
④ ４人　　５．０％
⑤ ５人以上　１．２％

① ０人　４９．０％
② ２人　２４．７％
③ １人　１３．７％
④ ３人　　８．３％
⑤ ４人以上　１．２％

① ２人　４５．３％
② １人　１９．１％
③ ３人　１８．３％
④ ０人　１３．４％
⑤ ４人　　３．０％

実際にもった（も
つつもりの）子ど
もの人数

① ２人　４７．７％
② ３人　３８．３％
③ １人　　６．７％
④ ４人　　５．８％
⑤ ５人以上　１．６％

① ２人　５２．３％
② ３人　２９．６％
③ １人　１０．７％
④ ４人　　４．０％
⑤ ５人以上　１．３％

① ２人　４６．９％
② ３人　２９．８％
③ １人　１１．８％
④ ４人　　３．９％
⑤ ０人　　１．４％

理想とする子ども
の人数

① ３人　５７．３％
② ２人　３２．３％
③ ４人　　６．１％
④ ５人以上　２．３％
⑤ １人　　１．９％

① ２人　４８．３％
② ３人　３０．９％
③ ０人　　８．４％
④ １人　　３．８％
⑤ 多ければ多いほど　３．１％

理想の子どもの数の平均
　　　　　　　　　　　　　２．３８人
うち、女性のみの理想の子どもの数
の平均 ２．４９人

① ２人　４５．５％
② ３人　３３．２％
③ ０人　　６．６％
④ １人　　６．１％
⑤ ４人　　３．２％

① ３人　５４．８％
② ２人　３３．８％
③ ４人　　６．４％
④ ５人以上　２．０％
⑤ １人　　１．３％

① ２人　５４．０％
② ３人　３０．５％
③ １人　　５．９％
④ ０人　　４．２％
⑤ ４人以上　３．６％

① ３人　５６．２％
② ２人　３３．７％
③ ４人　　４．５％
④ １人　　２．６％
⑤ ５人以上　１．８％

① ２人　４５．４％
② ３人　４２．５％
③ ４人　　４．９％
④ １人　　２．４％
⑤ ５人以上　１．７％

実際にもった（も
つつもりの）子ど
もの人数と、理想
の人数の差

① 同数　　　　５９．２％
② １人少ない　２８．８％
③ １人多い　　　６．５％
④ ２人少ない　　３．２％
⑤ ２人多い　　　１．８％

（もちたい人のみの集計）
① 少ない　５８．９％
② 同数　　２２．３％
③ 多い　　　１．８％
④ 無回答　１７．０％

① 同数　　　　４１．７％
② 少ない　　　３２．５％
③ わからない　１９．９％
④ 多い　　　　　２．１％
⑤ 無回答　　　３．８％

子どもの人数が
理想の人数よりも
少ない理由

①経済的負担が大きい
②仕事との両立が難しい
③精神的・肉体的負担が大きい
④不妊・健康上の理由
⑤高齢での出産のため

①子育てや教育にお金がかかる
②不妊・健康上の理由
③まだ結婚していない
④仕事に差し支えるから
⑤高齢での出産のため

①子育てや教育にお金がかかる
②不妊・健康上の理由
③仕事に差し支えるから
④高齢での出産のため
⑤心理的・肉体的負担

理想の数の子どもを持つために
必要なこと
①配偶者の理解
②保育所等の預けられる環境が
安価で確実に確保できる
③収入の増加
④親族の支援

もっと産みたいと思えるように
なるための条件
①経済的負担の軽減
②職場の子育てに対する理解
③安定的に働ける事
④家事育児の公的支援充実

①教育にお金がかかる
②出産や育児にお金がかかる
③仕事との両立が難しい
④健康・年齢等の理由から妊娠・
出産が難しい
⑤育児が精神的・肉体的に大変

①経済的負担が大きい
②高齢での出産が不安
③精神的・肉体的負担が大きい
④仕事との両立が難しい
⑤不妊・健康上の理由

①経済的負担が大きい
②高齢での出産が不安
③不妊・健康上の理由
④教育にお金がかかる
⑤精神的・肉体的負担が大きい

子育て費用の中
で、特に負担と感
じるもの

①就学前の保育費用
②大学等の高等教育費
③食費・被服費等
④塾や習い事の費用
⑤医療にかかる費用

①就学前の保育費用
②大学等の高等教育費
③食費・被服費等
④塾や習い事の費用
⑤住宅に係る費用

①大学等の高等教育費
②塾や習い事の費用
③就学前の保育費用
④小中高等学校の教育費
⑤大学の時期の衣食住費

①大学等の高等教育費
②塾や習い事の費用
③就学前の保育費用
④食費・被服費等
⑤医療にかかる費用

利用したことがあ
る子育て支援制
度等

①保育所（通常保育）
②子育て支援センター
③保育所（延長保育）
④保育所（一時保育）
⑤幼稚園

①産前・産後休業制度
②育児休業制度（妻）
③認可保育所
④保育所・幼稚園の一時預かり

①保育園等の保育施設
②産前・産後休暇制度
③育児休業制度
④医療・保険に関する支援
⑤保育園・幼稚園等の一時預かり

（地域子育て支援サービスに限定）
①延長保育
②放課後児童クラブ
③地域子育て支援センター
④一時保育
⑤児童館

今後利用したい
制度

①放課後児童クラブ ４７３件
②保育所（通常保育） ３４４件
③放課後子ども教室 ３０４件
④保育所（延長保育） ２６６件
⑤病児、病後児保育 ２５０件
　　　　　（全体の意見数：３，０１２件）

①放課後児童クラブ
②児童館・児童センター
③保育所（通常保育）
④幼稚園
⑤病児・病後児保育

今後、充実してほ
しい・必要だと思
う施策

①乳幼児医療費・保育料負担軽減
②ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの考えの普及
③児童クラブ・子ども教室の拡充
④保育所待機児童の解消
⑤就労支援の充実

①延長保育・休日保育等の充実
②病児・病後児保育等の充実
③放課後児童健全育成のための
サービス充実
④子どもを遊ばせる場・機会の提供
⑤親のリフレッシュの場・機会の提供

①教育にかかる負担の軽減
②学校等の教育環境が安心でき
ること
③仕事と両立ができること
④医療に係る負担軽減
⑤安全に遊ばせる環境があること

①保育料・教育費等の負担軽減
②延長保育・病児保育が可能な保
育施設の拡充
③医療費補助や扶養控除等
④企業の子育て支援制度に対す
る支援

仕事と子育て両立に向けた施策
①保育の充実
②企業（事業所）への働きかけ
③強制力のある制度改正
④企業（事業所）への財政支援
⑤父親の子育て参加の促進

①乳幼児医療費・保育料負担軽減
②仕事と両立できる職場づくり
③妊産婦・不妊治療への支援
④保育施設の整備
⑤教育費に対する支援

自由意見
（問題点・改善点）

①保育所 第３子以降無料化 １９５件
②小学生以降の医療費軽減 １８７件
③保育所 保育料の軽減 ６１件
④企業の理解、雇用環境充実 ５４件
　　　　 　 （全体の意見数：７５２件）

①医療費負担の軽減 ２４件
②保育サービスの充実・待機児童
解消 １６件
③医療施設の確保・充実 １２件
④保育園の料金  （全体：２４０件）

①乳幼児医療費助成制度対象の拡大
②少子化対策等施策のアピール不足
③子育てに関する企業等の理解・支援
④仕事と両立できる社会制度の確立
⑤相談窓口・コミュニティの整備

子育て支援・少子化対策に関するアンケート調査　他自治体の状況

　
　　　　　　　自治体名

アンケート内容

出雲市
（Ⅳー１） 174,731人

類似団体（産業別就業人口の比率が同じ団体から抽出） 　Ⅳ－１：人口15万人以上　Ⅲ－１：人口10万人以上15万人未満 他　　県
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